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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

第一部 【企業情報】

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成19年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ８月31日

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ２月28日

売上高 (千円) ― ― 7,175,145 14,029,168 13,917,474

経常利益 (千円) ― ― 248,353 776,798 800,138

中間純損失(△) 
又は当期純利益

(千円) ― ― △69,117 119,304 282,401

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,838,526 1,551,000 1,838,526

発行済株式総数 (株) ― ― 18,302,000 16,000,000 18,302,000

純資産額 (千円) ― ― 3,842,125 3,230,744 4,049,148

総資産額 (千円) ― ― 8,350,936 8,158,928 8,875,018

１株当たり純資産額 (円) ― ― 209.94 201.92 221.24

１株当たり中間純損失 
(△)又は当期純利益

(円) ― ― △3.78 7.45 17.15

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

(円) ― ― ― ― 17.15

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 2.50 7.50

自己資本比率 (％) ― ― 46.0 39.6 45.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 245,697 743,375 968,396

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △98,846 △202,481 △567,108

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △642,983 △21,820 479,819

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,086,238 1,701,262 2,582,370

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
雇用者数〕

(名) ― ―
323 

〔1,602〕
313 

〔1,393〕
314

〔1,467〕
 



(注) １ 当社は第22期中より中間財務諸表を作成しているためそれ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないために記載しておりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、ストックオプション制度の導入に伴う新株予約権

残高がありますが、第20期以前は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、また第22期中は中間純

損失であるため記載しておりません。 

６ 第21期及び第22期中より、純資産額の算定に当たっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号)を適用しております。 

７ 第21期の１株当たり配当額(７円50銭)には株式会社ジャスダック証券取引所上場記念配当(２円50銭)が含ま

れております。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当する事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名)
 323

〔 1,602 〕



第２ 【事業の状況】 

当中間会計期間が中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との対比は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業業績の好転に伴い設備投資が増加し、個人消費が回復

傾向にあります。一方、企業の人件費抑制姿勢は依然として根強く、賃金の伸びが低迷している中、個

人消費の伸びは緩やかなものにとどまっております。  

 このような経済情勢の下での外食産業の市場規模は縮小傾向から底うち感がでており、明るさも見え

てきた反面、無認可添加物や消費期限切れ食材使用問題などの問題が相次ぎ、消費者の「安心・安全」

への関心は一層高まり、企業の環境対策への姿勢が評価される局面となっております。  

 このような環境の中、当社は、「安心・安全・信頼」に万全を期すだけでなく、健康（ヘルシー）志

向に応えるとともに、心温まる「おもてなし」の実現を目指して努力してまいりました。併せて、前期

よりポジティブリストの重要性を踏まえた商品仕入政策をおこない、提供する料理にカロリー・塩分表

示を実施し、これらの施策を通して、カスタマーファースト（お客様第一主義）を実現してまいりまし

た。  

 また、実験店舗としまして平成19年４月20日に新規出店しました新業態「しゃぶしゃぶ清久庵」は、

厳選された牛肉・豚肉とともに四季折々の新鮮な野菜等を楽しんでいただける店舗となっております。 

 当中間会計期間における新規出店については、当初の計画７店舗に対して13店舗の出店を達成してお

り、これは前中間会計期間の新規出店数の７店舗を上回っております。業態別の新規出店数は、「めし

や食堂」６店舗、「街かど屋」３店舗、「しゃぶしゃぶ清久庵」３店舗、「ザめしや」１店舗となって

おります。  

 新規出店数は当初の計画を上回ったとはいえ、既存店売上高前年同期比が期首予算94.9％に対し、

90.6％になったことが影響し、経営成績は計画に対して未達となりました。主な要因は、昨年からの大

量出店により人材の採用教育が追いつかず、既存店の戦力不足を招き店舗運営レベルが低下したと考え

ておりますが、下期は既存店舗の組織体制の強化を図り店舗運営レベルの向上に注力してまいります。 

 また、経営方針の一つであるスクラップ＆ビルドを推し進め、不採算店舗の撤退による閉店店舗の固

定資産除却損22,518千円、固定資産売却損5,655千円及び、当中間会計期間以降撤退を予定している店

舗を含めた店舗閉鎖関連損36,189千円、減損損失219,665千円を、特別損失として284,029千円計上いた

しました。  

 この結果、当中間会計期間の売上高は7,175,145千円、営業利益は261,525千円、経常利益は248,353

千円、中間純損失は69,117千円となりました。  

 業態別の売上高については、「ザめしや」は4,757,786千円、「街かど屋」は856,519千円、「めしや

食堂」は968,724千円、「めんむす」は432,415千円、「めしやっこ」は100,582千円、「清久庵」は

35,702千円、「その他」は23,415千円となりました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローよりも投資活

動、財務活動によるキャッシュ・フローのマイナスが上回り、前事業年度末に比べ496,131千円減少

し、当中間会計期末には2,086,238千円となっております。  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、不採算店舗の閉店などによって税引前中間純損益がマイナス

になったことにより245,697千円となっております。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、13店舗の新規出店のため、98,846千円の支出となっておりま

す。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金などの資金調達を行わず、既存借入金、未払金の

返済が進み642,983千円の支出となっております。  

 営業活動によるキャッシュ・フローの範囲内で投資を行い、有利子負債の圧縮もあり、キャッシュ・

フロー全体として健全化されております。  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりません。

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を業態別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を業態別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

業態 仕入高(千円)

ザめしや 1,517,632

街かど屋(ザめしや24) 264,256

めしや食堂 319,566

めんむす 142,204

めしやっこ 33,690

清久庵 10,266

その他 6,671

合計 2,294,288

業態 販売高(千円)

ザめしや 4,757,786

街かど屋(ザめしや24) 856,519

めしや食堂 968,724

めんむす 432,415

めしやっこ 100,582

清久庵 35,702

その他 23,415

合計 7,175,145



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備計画の変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画中であった重要な店舗の新設について完了したものは次のとおりであります。  

(平成19年８月31日現在) 

 
(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 完成後の増加能力欄については、各店舗の客席数を記載しております。 
  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに出店が確定した店舗は次のとおりであります。 

(平成19年８月31日現在) 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 完成後の増加能力欄については、各店舗の客席数を記載しております。 
  

(4) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地)

業態別の名称 設備の内容 投資額(千円) 完了年月
完成後の増加能力

(席)

大和新庄店 
(奈良県葛城市)

めしや食堂 店舗設備 43,666 平成19年３月 66

亀岡店 
(京都府亀岡市)

めしや食堂 店舗設備 29,493 平成19年３月 52

豊中夕日丘店 
(大阪府豊中市)

めしや食堂 店舗設備 66,827 平成19年３月 62

岡崎上和田店 
(愛知県岡崎市)

めしや食堂 店舗設備 29,387 平成19年３月 53

イオン大垣店 
(岐阜県大垣市)

清久庵 店舗設備 34,479 平成19年４月 32

林寺店 
(大阪市生野区)

街かど屋 店舗設備 43,790 平成19年４月 54

滝子通店 
(名古屋市昭和区)

ザめしや 店舗設備 61,365 平成19年４月 90

奈良大森町店 
(奈良県奈良市)

街かど屋 店舗設備 42,130 平成19年７月 40

大日店 
(大阪府門真市)

めしや食堂 店舗設備 38,955 平成19年８月 60

合計 ― ― 390,095 ― 509

事業所名 
(所在地)

業態別 
の名称

設備の 
内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力 
(席)総額 既支払額

安城東栄店 
（愛知県安城市）

街かど屋 店舗設備 30,500 3,000
自己資金
リース

平成19年９月 平成19年10月 40

合計 ― ― 30,500 3,000 ― ― ― 40



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 発行済株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,302,000 18,302,000
株式会社ジャスダ
ック証券取引所

―

計 18,302,000 18,302,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

以下の新株予約権は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成

13年法律第129号。以下、「商法等改正整備法」という。)第19条第１項の規定により新株予約権とみな

される新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)により改正される以前

の商法第280条ノ19の規定に基づく特別決議により発行された新株引受権であります。 

  

平成13年７月９日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況 
  

 
(注) １ 当社が株式の分割または時価を下回る価額による新株の発行等が行われる場合は、行使価額調整式((注)２

参照)により、新株予約権の行使により発行すべき株式の行使価額を調整し、それに伴って付与する新株予

約権の株式数を次の算式により調整するものとします。 
  

   
  この場合に１株未満の端数が生じた時は、これを切捨てる。 

２ 新株予約権の権利行使により発行すべき株式の発行価額(以下「行使価額」という。) 

  行使価額は当初１株につき314円とします。 

  なお、株式分割または時価を下回る価額による新株発行等が行われる場合は、次の算式により行使価額を調

整するものとします。(以下「行使価額調整式」という。) 
  

   
  行使価額調整式の計算については、１円未満を切り上げるものとします。 

３ 権利行使条件 

  新株予約権は、割当金額の一部につきその権利を行使できるものとします。 

  なお、下記の条件に該当した場合、権利行使期間終了前でも、直ちに新株予約権を喪失するものとします。

  ① 禁固以上の刑に処せられた場合 

  ② 就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受けた場合 

  ③ 死亡した場合 

  ④ 所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合 

４ 新株予約権の譲渡 

  新株予約権の譲渡、担保設定その他、一切の処分をすることはできないものとします。 

５ 新株予約権の目的となる株式の数は、役員１名の死亡により権利を喪失した株数2,000株を減じておりま

す。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年８月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年10月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 88,000株 88,000株

新株予約権の行使時の払込金額 314円 314円

新株予約権の行使期間
自 平成15年８月１日
至 平成20年７月31日

自 平成15年８月１日 
至 平成20年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  314円
資本組入額 157円

発行価格  314円 
資本組入額 157円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―

調整後付与株式数 ＝
調整前付与株式数×１株当り調整前行使価額

１株当り調整後行使価額

調整後
権利行使価格

 

＝
調整前

権利行使価格

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当り払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年８月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年３月１日～ 
平成19年８月31日

― 18,302,000 ― 1,838,526 ― 1,537,526

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

清水 三夫 兵庫県西宮市 7,939 43.38

清久商事株式会社 大阪市北区西天満１丁目11-20 3,000 16.39

財団法人ライフスポーツ振興財団 大阪府吹田市江坂町１丁目13-41 3,000 16.39

株式会社ライフフーズ従業員持株会 大阪府吹田市江坂町１丁目13-41 892 4.87

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３丁目７－１ 160 0.87

有限会社清水インベストメント 大阪市北区西天満１丁目11-20 150 0.82

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
505030 
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室)

WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL 
AAN 14551077XX AMSTERDAM NETERLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６-７)

146 0.80

ケイ低温フーズ株式会社 兵庫県伊丹市北伊丹５丁目43－１ 110 0.60

株式会社菱食 東京都大田区平和島６丁目１－１ 110 0.60

有限会社清周ホールディングス 大阪市北区西天満１丁目11-20 100 0.55

有限会社清京ホールディングス 大阪市北区西天満１丁目11-20 100 0.55

清水 明子 兵庫県西宮市 100 0.55

清水 京子 神奈川県川崎市宮前区 100 0.55

清水 周一 東京都世田谷区 100 0.55

清水 哲二 大阪府豊中市 100 0.55

清水 良子 兵庫県西宮市 100 0.55

計 ― 16,207 88.55



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月31日現在 

 
(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 当社株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,301,000
18,301 (注)

単元未満株式
普通株式

1,000
― ―

発行済株式総数 18,302,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,301 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

─ ─ ─ ― ─ ─

計 ― ─ ― ─ ─

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 327 317 284 302 305 295

最低(円) 305 245 262 275 280 270



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 新任役員 

  該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

  該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

 
  

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長兼執行役員
代表取締役社長兼執行役員

開発本部長
松本 邦泰 平成19年11月12日

常務取締役兼執行役員 
総務本部長兼開発本部長

常務取締役兼執行役員 
総務本部長

小西 武 平成19年11月12日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)が中間財務諸表の作成初年度であるた

め、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年３月１日から平

成19年８月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

当中間会計期間末

(平成19年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,086,238 2,582,370

 ２ 売掛金 15,222 6,660

 ３ たな卸資産 83,626 74,037

 ４ 繰延税金資産 101,680 84,685

 ５ その他 394,843 322,331

   流動資産合計 2,681,610 32.1 3,070,085 34.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 2,559,078 2,658,978

  (2) 構築物 200,222 224,196

  (3) 工具器具備品 174,824 177,695

  (4) 土地 25,405 25,405

  (5) その他 26,958 38,057

   有形固定資産合計 2,986,489 3,124,333

 ２ 無形固定資産 34,999 35,611

 ３ 投資その他の資産

  (1) 繰延税金資産 333,580 288,121

  (2) 差入保証金 2,069,790 2,131,051

  (3) その他 247,652 229,028

  (4) 貸倒引当金 △3,184 △3,213

  投資その他の資産合計 2,647,837 2,644,988

   固定資産合計 5,669,326 67.9 5,804,933 65.4

   資産合計 8,350,936 100.0 8,875,018 100.0



 
  

当中間会計期間末

(平成19年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 453,048 347,604

 ２ １年以内返済予定 
   長期借入金

669,896 692,900

 ３ １年以内償還予定社債 10,000 20,000

 ４ 未払金 213,497 171,258

 ５ １年以内返済予定 
   長期未払金

213,430 262,856

 ６ 未払費用 492,106 454,228

 ７ 未払法人税等 124,110 225,384

 ８ 賞与引当金 173,787 123,387

 ９ その他 ※２ 79,155 70,483

   流動負債合計 2,429,032 29.1 2,368,102 26.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,454,210 1,785,844

 ２ 長期未払金 42,339 134,017

 ３ 退職給付引当金 305,069 303,235

 ４ 役員退職慰労引当金 87,999 87,751

 ５ 転貸損失引当金 37,822 ―

 ６ その他 152,339 146,918

   固定負債合計 2,079,778 24.9 2,457,766 27.7

   負債合計 4,508,811 54.0 4,825,869 54.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,838,526 22.0 1,838,526 20.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,537,526 1,537,526

   資本剰余金合計 1,537,526 18.4 1,537,526 17.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 12,000 12,000

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 296,000 296,000

    繰越利益剰余金 157,764 364,146

   利益剰余金合計 465,764 5.6 672,146 7.6

 ４ 自己株式 △273 △0.0 ― ―

   株主資本合計 3,841,543 46.0 4,048,199 45.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 繰延ヘッジ損益 581 949

   評価・換算差額等合計 581 0.0 949 0.0

   純資産合計 3,842,125 46.0 4,049,148 45.6

   負債純資産合計 8,350,936 100.0 8,875,018 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,175,145 100.0 13,917,474 100.0

Ⅱ 売上原価 2,168,013 30.2 4,288,925 30.8

  売上総利益 5,007,131 69.8 9,628,548 69.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,745,606 66.1 8,797,639 63.2

  営業利益 261,525 3.7 830,909 6.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 150,878 2.1 290,986 2.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 164,050 2.3 321,757 2.3

  経常利益 248,353 3.5 800,138 5.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 7,286 0.1 4,761 0.0

Ⅶ 特別損失
※４
※５

284,029 4.0 217,543 1.6

 税引前中間純損失(△) 
 又は税引前当期純利益 

△28,389 △0.4 587,356 4.2

 法人税、住民税及び事業税 103,299 317,837

 法人税等調整額 △62,572 40,727 0.6 △12,882 304,954 2.2

 中間純損失(△) 
 又は当期純利益 

△69,117 △1.0 282,401 2.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成19年８月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 1,838,526 1,537,526 12,000 296,000 364,146 ― 4,048,199

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △137,265 △137,265

 中間純利益 △69,117 △69,117

 自己株式の取得 △273 △273

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― △206,382 △273 △206,655

平成19年８月31日残高(千円) 1,838,526 1,537,526 12,000 296,000 157,764 △273 3,841,543

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益

平成19年２月28日残高(千円) 949 4,049,148

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △137,265

 中間純利益 △69,117

 自己株式の取得 △273

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△368 △368

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△368 △207,023

平成19年８月31日残高(千円) 581 3,842,125



前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(千円) 1,551,000 1,250,000 12,000 296,000 121,744 3,230,744

 新株の発行 287,526 287,526 575,053

 剰余金の配当 △ 40,000 △ 40,000

 当期純利益 282,401 282,401

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 287,526 287,526 ― ― 242,401 817,454

平成19年２月28日残高(千円) 1,838,526 1,537,526 12,000 296,000 364,146 4,048,199

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益

平成18年２月28日残高(千円) ― 3,230,744

 新株の発行 575,053

 剰余金の配当 △ 40,000

 当期純利益 282,401

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

949 949

事業年度中の変動額合計(千円) 949 818,404

平成19年２月28日残高(千円) 949 4,049,148



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間純損失(△) 
   又は税引前当期純利益

△28,389 587,356

 ２ 減価償却費 178,412 356,696

 ３ 減損損失 219,665 148,684

 ４ 店舗閉鎖関連損 21,302 47,016

 ５ 転貸損失引当金の増加額 37,822 ―

 ６ 賞与引当金の増加額 50,400 18

 ７ 退職給付引当金の増加額 1,833 5,257

 ８ 役員退職慰労引当金の増加額 248 9,945

 ９ 貸倒引当金の増加額(△減少額) △29 1,298

 10 受取利息及び受取配当金 △3,130 △3,301

 11 支払利息 17,324 38,119

 12 有形固定資産売却益 △7,286 ―

 13 有形固定資産売却損 5,655 ―

 14 有形固定資産除却損 22,518 14,665

 15 売掛債権の減少額(△増加額) △8,561 626

 16 たな卸資産の減少額(△増加額) △9,588 7,747

 17 仕入債務の増加額 105,443 2,657

 18 未払消費税等の減少額 △19 △11,842

 19 その他資産の増加額 △66,846 △943

 20 その他負債の減少額 △70,173 △4,970

    小計 466,636 1,199,032

 21 利息及び配当金の受取額 1,195 1,131

 22 利息の支払額 △18,364 △33,150

 23 法人税等の支払額 △203,770 △198,616

  営業活動によるキャッシュ・フロー 245,697 968,396



 
  

当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △174,058 △691,538

 ２ 有形固定資産の売却による収入 34,200 32,045

 ３ 無形固定資産の取得による支出 ― △415

 ４ 差入保証金支払による支出 △49,735 △99,408

 ５ 差入保証金回収による収入 101,864 250,190

 ６ 貸付金の実行による支出 △22,316 △80,482

 ７ 貸付金の回収による収入 11,200 22,501

  投資活動によるキャッシュ・フロー △98,846 △567,108

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 社債償還による支出 △10,000 △20,000

 ２ 長期借入れによる収入 ― 1,000,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △354,638 △702,504

 ４ 長期未払金返済による支出 △141,103 △332,729

 ５ 株式発行による収入 ― 575,053

 ６ 自己株式取得による支出 △273 ―

 ７ 配当金の支払額 △136,968 △40,000

  財務活動によるキャッシュ・フロー △642,983 479,819

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △496,131 881,107

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,582,370 1,701,262

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 2,086,238 2,582,370



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産

(1) 商品

最終仕入原価法を採用しております。

(2) 原材料

最終仕入原価法を採用しております。

(3) 貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産

(1) 商品

           同  左

(2) 原材料

同  左

(3) 貯蔵品

同  左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備は除く)については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10年～39年

構築物 10年～20年

工具器具備品 ５年～６年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同  左

（会計方針の変更）

    当中間会計期間より、法人税法の改正に伴い、平 

  成19年４月１日以降取得の有形固定資産については 

 改正法人税法に規定する償却方法により、減価償却 

 費を計上しております。  

   なお、この変更による損益に与える影響は軽微で 

  あります。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

 (2) 無形固定資産

同  左



 

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるために、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き当中間会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、翌事業年度から費用処理すること

としております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により、翌事業年度から費用処理すること

としております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上

しております。

(5) 転貸損失引当金

店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期間に発生する

損失に備えるため、閉店し転貸を決定した店舗につ

いて、支払義務のある賃料総額から転貸による見込

賃料収入総額を控除した額等その他損失額を計上し

ております。  

  （追加情報）  

  店舗の採算管理を強化しており、閉店後の転貸  

 物件に係る将来の賃料差損等が増加していく可能  

 性が高くなったため当中間会計期間より転貸損失  

 引当金を計上しております。 

―――───



 
  

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

４ リース取引の処理方法

同  左

５ ヘッジ会計の処理

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

す場合は特例処理を行っております。

５ ヘッジ会計の処理

(1) ヘッジ会計の方法

同  左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行っております。

(3) ヘッジ方針

同  左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれの

キャッシュ・フロー総額の変動額を比較し、両者の

変動額を基準にして検証しておりますが、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができる場合には、検証を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同  左

６ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同  左

７ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同  左



会計処理方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

―――───

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は4,048,199千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

当中間会計期間末
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度末
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

3,177,928千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

3,365,028千円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動

負債のその他に含めて表示しております。

―――───

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行９行と当座貸越契約を締結しております。

   当中間会計期間末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 2,000,000千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行９行と当座貸越契約を締結しております。

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 2,000,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

 

  

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

 受取利息 3,129千円

 受取配当金 0千円

 賃貸収入 105,792千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

 受取利息 3,298千円

 受取配当金 2千円

 賃貸収入 222,305千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

 支払利息 17,324千円

 賃貸原価 104,895千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

 支払利息 38,119千円

 賃貸原価 242,547千円

※３ 特別利益のうち主要なもの

 固定資産売却益（店舗設備） 7,286千円

──────

※４ 特別損失のうち主要なもの

 固定資産除却損 22,518千円

 固定資産売却損（店舗設備） 5,655千円

 減損損失 219,665千円

 店舗閉鎖関連損 36,189千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

 固定資産除却損 14,665千円

 減損損失 148,684千円

 店舗閉鎖関連損 54,193千円

 

※５ 減損損失

当中間会計期間において、当社は下記の資産グル

ーピングについて減損損失を計上しております。

用途 種類 金額 場所

店舗

建物、 
構築物、 
工具器具 
備品

219,665千円
兵庫県加古
郡播磨町 
他11店舗

当社は資産を店舗、賃貸物件にグルーピングして

おります。店舗について売上の不振により、減損損

失219,665千円を特別損失に計上しております。

その内訳は、建物187,579千円、構築物14,712千

円、工具器具備品17,373千円であります。上記減損

損失のうち46,333千円は当中間会計期間中に撤退の

意思決定を行い除却した物件に係るものでありま

す。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引い

て算定しております。

 

 

※５ 減損損失

当事業年度において、当社は下記の資産グル   

ーピングについて減損損失を計上しております。

用途 種類 金額 場所

店舗

建物、
構築物、 
工具器具 
備品

121,064千円
愛知県海部
郡蟹江町 
他７店舗

賃貸物件

建物、 
構築物、  
工具器具  
備品

27,620千円
三重県  
四日市市

当社は資産を店舗、賃貸物件にグルーピングして

おります。店舗について売上の不振により、減損損

失148,684千円を特別損失に計上しております。

その内訳は、建物125,518千円、構築物9,290千

円、工具器具備品13,875千円であります。上記減損

損失のうち13,492千円は当期中に撤退の意思決定を

行い期末までに除却した物件に係るものでありま

す。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引い

て算定しております。

 ６ 減価償却実施額

 有形固定資産 177,799千円

 無形固定資産 612千円

 ６ 減価償却実施額

 有形固定資産 355,483千円

 無形固定資産 1,213千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の増加はすべて単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

  配当金支払額 

  

 
（注）１株当たり配当額には、株式会社ジャスダック証券取引所上場記念配当２円50銭が含    

  まれております。 

  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式 
 普通株式

18,302,000 ─ 
 

─ 
 

18,302,000

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式 
 普通株式

─ 943 
 

─ 
 

 
943 
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月24日 
定時株主総会

普通株式 137,265 7.50 
 

平成19年２月28日 平成19年５月25日



前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

 
（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次の通りであります。 

  株式公開に伴う有償一般募集(ブックビルディング方式)による新株発行による増加 2,000,000株 

  新株予約権(ストックオプション)の権利行使による新株発行による増加 2,000株 

  オーバーアロットメントによる有償第三者割当増資 300,000株 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 
（注）１株当たり配当額(円)には、株式会社ジャスダック証券取引所上場記念配当２円50銭が含   

   まれております。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式 
 普通株式

16,000,000 2,302,000 
 

― 
 

18,302,000

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年５月26日 
定時株主総会

普通株式 40,000 2.50 
 

平成18年２月28日 平成18年５月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 137,265 7.50 平成19年２月28日 平成19年５月25日

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲載されている科目の金額との関係

(平成19年８月31日現在)
現金及び預金勘定 2,086,238千円

現金及び現金同等物 2,086,238千円
 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係

(平成19年２月28日現在)
現金及び預金勘定 2,582,370千円

現金及び現金同等物 2,582,370千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成19年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得原価 
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

中間期末残高
相当額 
(千円)

機械及び 
装置 100,415 34,812 65,603

工具 
器具備品 377,293 162,782 214,510

ソフト 
ウェア 34,768 14,807 19,961

合計 512,478 212,402 300,076

 

取得原価
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

機械及び
装置 98,358 44,522 53,835

工具
器具備品 392,445 190,322 202,122

ソフト
ウェア 39,253 15,665 23,587

合計 530,056 250,510 279,546

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 92,416千円

１年超 210,970千円

合計 303,386千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 91,715千円

１年超 191,378千円

合計 283,093千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 58,271千円

減価償却費相当額 55,288千円

支払利息相当額 2,601千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 113,348千円

減価償却費相当額 107,018千円

支払利息相当額 4,848千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・同  左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

・同  左

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

同  左



(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間末(平成19年８月31日) 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

  

前事業年度末(平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 
  

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

(持分法損益等) 

当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

関連会社がないため該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

関連会社がないため該当事項はありません。 

  

決議年月日 平成13年７月９日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び従業員43名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 90,000

付与日 平成13年７月９日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間
平成15年８月１日
～平成20年７月31日

決議年月日 平成13年７月９日

権利確定後

 期首（株） 90,000

 権利確定（株） 90,000

 権利行使（株） 2,000

 失効（株） ─

 未行使残（株） 88,000

決議年月日 平成13年７月９日

 権利行使価格（円） 314

 行使時平均株価（円） 294

 付与日における公正な評価単価（円） ─



(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

  

 
  
  ２ １株当たり中間純損失（△）又は当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 
１株当たり純資産額 209.94円 １株当たり純資産額 221.24円

 
１株当たり中間純損失 3.78円 １株当たり当期純利益 17.15円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、

１株当たり中間純損失であるため、記載しておりませ

ん。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 

 

17.15円

 

項目
当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

前事業年度末
(平成19年２月28日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,842,125 4,049,148

普通株式に係る純資産額(千円) 3,842,125 4,049,148

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 18,302 18,302

普通株式の自己株式数(千株) 0 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

18,301 18,302

項目
当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

中間純損失(△)又は当期純利益(千円) △69,117 282,401

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る中間純損失(△) 
又は当期純利益(千円)

△69,117 282,401

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,301 16,464

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株) 
新株予約権

─ 4

普通株式増加数(千株) ─ 4

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純利益の算定に含まれなかった

潜在株式の概要

平成13年７月９日臨時株

主総会特別決議新株予約

権(ストックオプション) 

普通株式 88,000株

―─



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第21期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)を平成19年５月25日近畿財務
局長に提出。

(2) 臨時報告書

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取
締役の異動)の規定に基づく臨時報告書を平成19年３月５日近畿財務局長に提出。

(3) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書(上記(2) 臨時報告書の訂正報告書)を平成19年３月７日近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年11月22日

株式会社ライフフーズ 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ライフフーズの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第22期事業年度の

中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ライフフーズの平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

   
（※）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石 黒    訓   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  溝 口  聖 規   ㊞
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